
日照権陳情と市

民相談室
岩間忠雄

１
はじめに

最近の都市開発，既成市街地の

再開発など，土地の高度利用を

反映して，高層建築物が目立っ

て増加し，その反面この建築物

による付近住民への日照，通風

の阻害など建築公害による環境

悪化が問題とされ，住民からの

建築物等の建設反対の陳情もま

すます増加の傾向をたどってお

り，大きな社会問題となりつつ

ある現状である。この日照権陳

情と市民相談室において，実際

に取り扱った相談を実例として

記述してみたいと思う。

まず，日照阻害とは，一般的に

現存する建物＜土地の場合もあ

る＞の東側，あるいは南側に建

築物等が建てられた場合，その

反対側に建築物等の影が投影さ

れ，太陽の直射日光の恩恵が妨

害されるもので，最近では，建

物ばかりとは限らず，高速道路

等の建設により，橋脚および高
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架路面部分等の日影が，現存す

る建物，あるいは耕作地に投影

されるため，日照を奪われ，生

活環境が阻害される，あるいは

農作物に悪影響を及ぼすとの苦

情も多く聞かれるようになっ

た。

これに対し，法律上はどのよう

に日照権について配慮されてい

るかといえば，現在では，日照

を権利として，法令のうえに明

確に規定されておらず，法律上

擁護された権利ではないので，

日照を阻害された場合の解決方

法としては，阻害された者と建

築主等との相隣関係の問題とし

て，民主的な話し合いにより，

建築物の階数を減らすとか高さ

を下げてもらう，場合によって

は隣接する土地を買収するなど

によって解決する。日照を阻害

されることに対しては，建物の

建築禁止の仮処分の申請，ある

いは建物収去請求，または損害

賠償請求として，訴訟によって

解決する以外には方法が見当ら

ないものである。

そこで日照に関する権利とはど

の程度までかと考えてみると，

確かに年間を通じ，日の出から

日没までの間，建物等に日光が

直射されることは，最大の希望

であることは当然であるが，現

在の都市の条件下においては，

それを求めることはなかなか困

難なものである。

そこで日照権として問題として

いるのは，原則的にいって，冬

期における日照が一番大きな問

題と考えられており,現状では，

冬至を基準として，太陽の日照

効率の最も良い時間帯の午前９

時から午後３時までの６時間に

ついて，何時間の日照を得られ

るかを問題としているものであ

る。

日照時間の基準的なものとして

考えられているものに，住宅公

団が，公団の住宅を設計する場

合の基準として，「住宅の1以

上の居室の日照時間は，冬至に

おいて原則として４時間以上と

する。ただし，高度に土地を利

用することが必要な市街地等で

敷地の状況により，前段の規定

により難いときは，これを１時

間以上とすることができる」

＜公団住宅設計基準第１章第３

条＞と規定があり，また，建設

省住宅局長より各都道府県知事

あてに出された公営住宅建設基

準においては，「各棟の南北間

隔は，平家住宅にあっては6 m

を標準とし，2階建住宅にあっ

ては，別表第１により，冬至４

時間の日照が確保されるように

定めること」と規定されてお

り，さらに科学技術庁の「わが

国における従来の基礎的生理的

要求項目別許容限度および推奨

値」によれば，都市生活環境の

健康維持のための基準として，
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２－－－法律との関係

日照時間は，最低値４時間，推

奨値６時間，目標値３時間＜科

学技術庁資源調査会編「これか

らの都市生活環境」＞などと日

照時間についての基準が示され

ている。日照時間の最低基準が

４時間と定められているように

思われるが，日照権裁判のなか

で，上記の基準をもとにその基

準をこえて日照を阻害された場

合は，被害者の受忍限度をこえ

るものであるとして訴訟を提起

したところ，判例＜昭和43年９

月,昭和44年７月東京地裁,昭和

45年２月神戸地裁，新潟地裁＞

は，冬至４時間の規定は，住宅

公団の内部基準を定めたもの

で，一般的に同公団外の住居に

ついての日照時間を規制する効

力を有するものでないとしてい

るとともに，日照利益の保護

は，現行法上形式的，画一的に

決定されるものでなく，個々の

事案について，その地域的，社

会的諸事情を勘案して，日照妨

害が，社会生活上受忍すべき限

度をこえたか否かを検討のうえ

決定されるほかはないとしてい

る。

しかしながら，この基準等が一

般的な日照権の根拠ではないと

しても，日照についての最低の

限度として実質的にみて，一般

地は４時間，市街地では１時間

ということが事実上の推定則の

では，法令のうえで日照につい

て全然触れてないかというと，

必ずしもそうでなく，民法，建

築基準法等において，間接的で

はあるが日照の確保について規

定されている。即ち，日照権の

確保とは，建物の高さと建物間

の距離＜間接的には境界線から

の距離＞との相関関係によって

きまることであるところから，

民法第234条で「建物を築造す

るには，境界線より50㎝以上の

距離を要す」と規定され，隣地

との境界から距離を多くとって

図１

建築すれば，日影は自己の敷地

内に投影され，近隣への日照阻

害問題はおきてこないと考えら

れる。また，建築基準法＜昭和

45年改正前＞においては，第55

条建ぺい率の制限＜建築面積の

敷地面積に対する割合＞，第56

条空地地区による制限＜空地を

より多くして住居の環境を保護

するため住居地域内に空地地区

を指定することができる＞，第

57条高さに関する制限＜住居地

域内は20ｍ,その他の地域は31

mをこえてはならない＞，第58

条道路の幅員による制限＝道路

の斜線制限＜前面の道路の幅に

よって建築物の高さが制限され

る＞，第59条高度地区内の制限

＜都市計画上または土地利用上
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根拠になるものと考えられる。

図２



必要な場合は建築物の最高また

は最低を定めることができる＞

そして第59条の２容積地区内の

制限＜適正な建築物の規模を確

保するため建築物の延べ面積の

敷地面積に対する割合の規制が

規定され，建築主に対する制限

が課せられている＞,以上が法

律のうえで直接ではないが，日

照について配慮されている規定

である。これらの諸規定が，す

べて重なり合って建築物に作用

した場合は，日照等の阻害につ

いて，ある程度配慮されること

となると思われるが，根本的に

日照確保についての規定とはな

別表１　年度別・階数別・建築確認件数表

宅の環境を保護するとして，建

築物の高さ制限を10mとする。

空地地区をなくし，容積率を用

途地域に応じて定める＜第１種

住居専用地域で容積率を低くす

れば日照保護に役立つものであ

る＞。外壁の後退距離＜第１種

住居専用地域においては，建物

の外壁またはこれに代る柱の面

から敷地境界までの距離を1.5

mまたは1mときめることがで

きるとした＞北側斜線制限＜日

照確保のための規定で，建物の

高さは，前面道路の反対側の境

界線または隣地境界までの真北

方向の水平距離の1.25倍した数

62

っていない。しかし，最近の高

層建築にともなう日照阻害に対

する住民からの風当りは強く，

住民パワーによる建築計画の変

更，あるいは工事を取り止めさ

せるなどの事件が各都市におい

て，あいついで発生し，大きな

社会問題となってきたため，住

居地域の日照の維持を考慮する

ため，建築基準法の改正が行な

われた。

改正によって日照上保護された

部分としては，用途地域を細分

し，従来の住居専用地域を第１

種と第２種とに分け，第１種住

居専用地域については，低層住



値に,第１種住居専用地域では，

5ｍを，第２種住居専用地域で

は，1Omを加えた数値以下でな

ければならない＞を規定し，

＜図表２＞日照の保護を目的と

して建築基準法の改正が行なわ

れた。

３　　　横浜市の現状

加の現状で，都市化の波はどと

うのように押し寄せており，こ

の増加してゆく市民に対する都

市施設等の供給は，容易ならな

いものであり，また住宅の不足

も深刻な問題となっている。こ

れらの問題を解決するには，第

一に土地問題を解決しなければ

ならない。しかし現在の土地の

高騰は，年ごとにきびしく，高

価な土地を有効に利用するため

には，どうしても土地の高度利

用が必要なものとなってくる。本市は，年間約10万人の人口増

別表２　陳情・市民の声局別・年度別一覧

別表３　建築局への陳情の年度別・内容別一覧

本市においても，住宅等の建築

物の建設は，まことに盛んであ

り,昭和41年から昭和45年の５

ヵ年間の建築確認件数は，別表

１のとおり，年々増加の傾向を

示しており，なかでも中高層建

築物の増加は相当数にのぼり，

とくに中高層共同住宅の建設数

は，年ごとに増加している。

このことは，この中高層建築に

ともなって近隣住民等への日照

阻害等の被害が，広い範囲にわ

たり発生していることは否めな
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い事実であろう。これに対し，

従来は，「泣く子と地頭には勝

てぬ」「長いものにはまかれろ」

などという古いことわざがある

が，法律上適法な建築物を，自

己の所有地，あるいは使用権の

ある土地に建てる場合は，だれ

はばかるところなく，土地所有

者＜使用者＞の権利として建築

等の行為がおこなわれて，近隣

者は権利があるものは強い，あ

るいは仕方ないという所有権絶

対主義の体制のもとでのあきら

めがあった。今までは都心部を

除いて，高層建築があまり建て

られていなかったこともあって

か日照権についての苦情は比較

的少なかったものであるが，近

時は，市民から寄せられる陳情

や市民の声は，別表２に示すと

おり，市民意識の高揚と相まっ

て，その件数は，年ごとに増加

しており，建築物の高層化にと

もなう日照権侵害について，市

に行政指導を希望する陳情等も

別表３のとおり急激に増加して

きたものである。

４－－－－日照権等の陳情に対す

る横浜市の取り組み方

上記のように，建築物の高層化

にともない，近隣住民からの日

照等を阻害されるとして，陳情

等が多数寄せられていることは

別表に示すとおりである。この

陳情等の窓口としての市民相談

室は，建築確認をおろす建築局

指導部建築審査課とともに，市

民の生活環境を擁護する立場か

ら活動しているものであるが，

日照権侵害として陳情されてく

る内容は，建築物による日照，

通風の阻害，風害＜つむじ風の

発生など＞，建築途中における

震動，騒音，地盤沈下，工事関

係車両の通行にともなう交通安

全の問題，電波障害，高所より

のぞかれるというプライバシー

の侵害，鉄筋コンクリートの壁

面から受ける圧迫感に対する精

神的影響など多様である。

日照，通風，採光，眺望その他

住宅環境の確保ということは，

快的で健康な生活の享受のため

に，必要にして欠くことのでき

ない生活利益であることは明ら

かであるが，日照などの妨害か

ら住民を擁護すること，あるい

はその妨害が被害者の受忍の限

度の範囲内であるような場合

は，これらの問題を解決するた

めの明確な法令が，現在のとこ

ろ，騒音関係を除いては規定化

されておらず，建築主より提出

される建築確認申請書に違法性

が認められない場合は，建築基

準法では，建築確認をおろされ

なければならないと規定されて

おり，住民側から問題が出され

ていても，行政的には，建築を

規制するようなかたちでの措置

＜行政指導＞は，とることがで

きないものである。しかしなが

ら本市では，このような日照権

陳情に対して，建築基準法など

に盛り込まれている間接的な面

での日照権が擁護されている法

令を最大限に活用し，建築主に

対する行政指導をおこなうとと

もに，法律的には義務づけられ

ていない日照図の提示，あるい

は近隣住民への建設計画の説明

の履行など積極的に問題解決の

ために取り組んでおり，また建

築主等からの計画説明では納得

しない住民に対しては，当事者

間において，問題点を相互に確

認しあいながら，民主的に話し

合いを進めるよう指導するこ

と，ともに話し合いが行きづま

った時，あるいは技術的な面で

の両者への指導などが必要な場

合は，市として仲介の場を作り

紛争解決のため努力しているも

のである。

以下その具体例を2,3披露い

たしたい。

＜役所の仲介等が非常にうまく

できた例＞

実例①鶴見区内の住宅地におい

て，木造２階建の社宅を，鉄筋

４階建の社宅に建て直す計画が

あり，市に建築確認申請が提出

されたが，これを知った付近の

住民から，4階建にともなう日
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照阻害，電波障害，道路の狭あ

いによる交通事故の発生の恐れ

などから，建築反対についての

陳情が出された。これに対し，

市・区民相談室および建築審査

課から会社側に対し，住民との

話し合いを十分されるよう指導

したところ，会社側から近隣住

民の意向がよくわかっだので，

今回の建築計画を中止するとの

ことで，事件は落着した。これ

は建築主に十分な理解があった

ため解決できだ非常によい事例

であった。

実例②港北区の新興団地におい

て，医院を開業している医師が

隣地の区画を買収し，医院兼共

同住宅＜３階建＞の建設を計画

した。この計画を知った付近住

民と北側のクリーニング店から

日照の妨害，プライバシーの侵

害，この建築物によって営業が

できにくくなるとして陳情が提

出されたものであるが，本件

は，建築主が，建築確認を得る

前に基礎工事に着手したため，

違反建築の問題となり,建築審

査課と市民相談室において，現

地に行き現状を確認するととも

に付近住民に対し，現行法規の

実態等を説明し，建築主に違反

事実を指摘するとともに近隣住

民と話し合いをするよう申し入

れた。陳情者からも建築主に対

し住民の意向を明確に伝え，

そのなかで話し合いを進めるこ

とを約束しだ。この話し合いの

時，市側は，住民の意向が全部

相手側に受け入れられればよい

が，やはり相当な困難があるの

で，お互いに互譲の精神で話し

合ってもらいたい旨を説明し

た。

その後，住民側と建築主側と話

し合いがもたれ，建築物につい

てぱ，極力建坪を少さくするよ

う努力する，クリーニング店側

の３階部分を１世帯分削除し

日照について十分配慮をおこな

う，また従来まで，近隣との間

に融和的なことをおこなわなか

ったが，これを契機として，住

民と日常生活における行動をと

もにしたい旨の申し入れがあり

陳情者側は，これを了承した。

双方で覚書の交換をし，本件も

円満に解決した。本件は，建築

確認前に工事を開始しだ建築主

側に手落があった点を建築審査

課から指摘されだことと，住民

の建築主側に対する紳士的な話

し合いの進め方が効を奏したも

ので，約１ヵ月の間に事件が解

決したものである。

実例③ある分譲地に隣接する土

地の所有者が，社宅用の５階建

アパートを計画したところ，近

隣住民から，この建築によって

起る，日照阻害，建築工事中の

騒音，震動，プライバシーの侵

害，車両通行による交通安全の

問題があるとして，建築反対の

陳情書が提出された。これに対

し，市民相談室から陳情者に現

行法規では，日照権の擁護とし

ては明確に規定されているもの

ではないので，皆さんの希望す

るとおりになることは，大変困

難なことである，まだ建築主に

対しても，皆さんの意向を伝え

て，よく話し合ってもらいたい

との申し入れをした。市では，

日照図などを作らせ，日照の影

響度を十分検討することを説明

するとともに，市としても技術

的な面も含めて建築主とも協議

をしてみるが，これはあくまで

も建築主の考え方が変らないこ

とには仕方がなく，建築主が自

己の所有地に建築物を建てる権

利は保有しているものであるか

ら，市が行政的に建築物を認め

ないということはできないこと

を説明した。このように法律的

に規制のない中で，建築主に協

力を求めながら，住民側と円滑

　な話し合いとなるよう仲介をす

　る旨を重ねて説明し，建築審査

　課から建築主側に日照図の提出

　を指示し，工事中の騒音，震動

　についてどのように考えている

　かをあわせて申し入れを行なっ

　た。

　その結果建築主側は，市の指示

　どおり住民との話し合いをも

　ち，日照については，一般的に

　いわれている冬至４時間は十分

　考慮している，基礎工事はアー
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スドリル方式＜土地に穴をあけ

コンクリートを流し込んで基礎

とする工法＞によるので震動は

少ない，騒音は極力出さないよ

うにする,交通安全については，

誘導員を配置するなどの案を出

したが，当初建築主側は，法に

違反してない建築物を建てるの

だからと高い姿勢であった

＜地元側からの報告＞。このた

め地元側は，良好な住宅環境を

求めて移ってきたものであり，

日照を含め環境を阻害されるこ

とは了承できないので絶対に建

築には反対するとして，双方の

意見がからみ合わず，両者間で

文書による意見の交換など数度

におよんだ。住民の要求は，日

照妨害と壁面からの圧迫感を除

くため，建物は，木造の２階建

とすることを強く主張し，一歩

も譲らない態勢で団地内の通行

を遮断してでも反対すると非常

に強行であった。市民相談室は，

建築審査課とともに現地調査を

おこなうなどして影響度を調

べ，建築主に対し日照阻害の緩

和を考慮されるよう申し入れた

ところ，1階分削り４階建に変

更すると譲歩案が出された。こ

の結果を地元に伝えたが，あく

まで２階建を固執されていた。

建築審査課においては，4階建

による日照阻害を調べたとこ

ろ，冬至の４時間日照は確保さ

れており受忍の限度の範囲内で
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とによって大部分の方々は了承

されたが，実深に日照害となる

数軒が最後まで建築に反対し，

自治会の脱会問題にまで発展し

ていった。住居地域における日

照妨害事件であっても，相互で

譲歩，あるいは妥協点をもって

話し合いに臨まないかぎり解決

は困難であることを痛感した。

＜役所の仲介も結果的にみのら

なかった例＞

実例④ある宅地造成された団地

の中で，医院開業のため５階建

を計画し，隣接の住民数名と話

し合ったが，協議整わず，市民

相談室に日照妨害として相談が

もち込まれた。相談室において

は，建築審査課とともに当事者

間の話し合いを進めるととも

に，双方とも譲り合つたなかで

解決点を見出してもらいたい旨

を伝えたところ，建築主側は，

建物は４階建とし，土地をけず

って建物全体を下げるように努

力するとの譲歩案が出された。

市が双方の話し合いの場をつく

り調停したところ,建築主側は，

医院開業には，4階でないとで

きないもので，これ以上階数の

譲歩はできないと主張し，土地

をけずり建物の高さも考慮し，

日照も一般的にいわれている冬

至４時間も確保されているので

了解してもらいたいと話し合い

に入ったが，被害者側は，法律

あるので，その旨を地元側に通

告したが，どうしても2階建で

なければとの意見が強く，市も

あっ旋に苦慮した。一方，建築

主側からも建築基準法上違法性

がなく，市の行政指導のとおり

階層も削り譲歩したことでもあ

るので，土地所有権者の権利も

認めて建築確認をおろすように

陳情を提出した。その後も市と

地元の住民と数回話し合いを継

続していたものであるが，建築

主側から建設のためのタイムリ

ミットもあり，もう１階下げて

3階建を2棟建てることにする，

３階であるので当然日照は問題

なく，基礎工事も杭打ちなど必

要としないので，震動も騒音も

発生しない，プライバシーの問

題については，窓に目隠をつけ

るなどの譲歩案が出された。市

も最終的な案だとして地元の被

害者を説得したが，なおも２階

建を固執され承諾を得られなか

った。　しかしながら，建築当局

は，建築基準法上適法であり，

建築主側の誠意も認められたの

で，陳情者側の全面了解は得ら

れなかったが，建築確認をおろ

さざるを得なかった。

この事件は，昭和45年８月から

同年12月まで４ヵ月にわたって

協議がおこなわれたものであ

る。本件は当初自治会全体の問

題として陳情が提出されたが，

建築主側か，階数を減らしたこ



的に適合しているから差支えな

いということでなしに，ぜひ３

階建にしてもらいたいと双方平

行線をたどった。建築主側は，

さらに妥協案として，冬期にお

ける日照を考え，必要暖房費の

一部について，補償の代価とし

て支払いたい旨の条件を出した

が，被害者側は，金銭の問題で

はないので，訴訟によってでも

基本的な問題として争いたいと

いうことでこの件は，不調に終

ったものである。

市民相談室としては，両者で問

題点をよく出し合い，その点を

十分つめていただき，相互考慮，

相互抑制の精神で話し合いをさ

れるよう仲介したものである

が，最後まで譲り合うところま

でいかず，結果的に不調に終っ

た。

本市では，日照阻害等の問題に

ついてその用途地域を勘案し，

それが受忍の限度をこえる部分

について，その回復のために住

民と建築主との間に入って十分

な話し合いが行なわれるよう仲

介するとともに，行政指導によ

り円満な解決のために努力して

いるものであるが，最近では，

建築主側の姿勢もかなり強い場

合もあり，仲介などの努力がみ

のらないことも往々にして発生

している。また住民側では，地

域全体の問題として団結して日

照権守護にあたっており，この

設できるのだという所有権の絶

対主義の観念でなく，その建築

によって他人の権利，利益を侵

害する場合は，権利の濫用とも

なり得るものであることを認識

し，被害の及ぼす範囲の住民と

事前に計画の内容等について，

誠意をもって話し合い，了解の

うえで建設を始めるように積極

的に近隣住民の立ち場になって

考慮することが必要である。

最後に為政者は，住民のなかに

紛争がおこることのないよう十

分な配慮が必要とされるもので

あるが，現在の所有権の絶対主

義が強調される体制のもとにお

いては，それを否定するが如き

立法は，かなりむつかしいと思

われる。しかしながら，前にも

述べたとおり，日照，通風など

の住宅環境の確保は，健康で快

的な生活を享受するための欠く

ことのできない条件であり，と

くに木造家屋の住居と多湿な気

象条件は，日照，通風など自然

資源に依存するところが大であ

り，憲法第25条では「すべて

国民は健康で文化的な最低限度

の生活を営む権利を有する」と

定められており，このことから

乱　日照権等の擁護について中

高層建築が申請される場合は，

近隣者への協議，日照図の提出

などを義務づけるとともに建築

確認申請＜或る階数以上のもの

の場合等＞の公表制度などを法
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住民パワーの強さも相当なもの

で，この力によって解決に導い

たケースも多く見受けられる。

しかし，このような住民の生活

権に密接な影響のある日照権に

ついては，基本的に日照権等の

擁護を目的とした明確な法律的

規制が望まれるものである。

５－－－おわりに

以上の実例からも判るとおり，

日照権の確保は，なかなか困難

なことであり，この確保につい

て，住民，建築主そして為政者

が一体となって，解決のために

あたらなければならないと思

う。

まず第一に住民としては，日照

権侵害の予防措置として，建築

基準法に規定されている建築協

定条項を活用し，地域的に高層

建築が建たないよう住民相互に

協定を結び，その区域を大きく

ひろげる場合は，日照妨害を未

然に防ぎ，理想的な住宅環境を

保持することが，住民の手によ

ってつくり出すことができるで

あろうし，その地域のなかで建

築する場合は相互にけん制し合

い，隣接地に日照問題がおきな

いよう十分配慮し合うことが必

要である。つぎに高層建築の建

築主については，法律的に適法

な建築物であるから，当然に建



律上明文化するような立法措置

が望まれる。

なお，当面は，日照確保のため

改正された建築基準法の新たな

用途地域の指定を早急にすると

ともに，この改正法の適用を受

けない地域についても住民保護

の立ち場から，日照確保につい

ての基準の設定を早期に実施し

てもらいたいと希望するもので

ある。

＜市民局相談部市民相談室主査＞
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